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平成１５年３月期 個別中間財務諸表の概要              平成 14 年 11 月 19 日 
上 場 会 社 名   株式会社 ミスミ 上場取引所 東  
コ ー ド 番 号 ９９６２  本社所在都道府県  
(URL http://www.misumi.co.jp)   東京都 
代  表  者 代 表 取 締 役 社 長   三枝 匡   
問合せ先責任者 ディレクター（経理財務担当） 樋沼  国寿 TEL (03) 3647 - 7124  
中間決算取締役会開催日 平成 14 年 11 月 19 日  中間配当制度の有無  有  
中間配当支払開始日   平成 14 年 12 月 10 日  単元株制度採用の有無 有 (１単元 100 株) 

１. 14 年 9 月中間期の業績（平成 14 年 4 月 1 日 ～ 平成 14 年 9 月 30 日）   

 (1) 経営成績               （注）金額は百万円未満切捨て 

 売    上    高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  
14年 9月中間期 26,507 6.5  2,822 36.4  2,795 36.4  
13年 9月中間期 24,885 △  4.2 2,069 △  32.7 2,049 △  35.4 
14年 3月期 49,697 －  4,684 －  4,867 －  

 
 

中間 (当期 )純利益  １ 株 当 た り 中 間 
( 当 期 ) 純 利 益  

 百万円 ％  円 銭 
14年 9月中間期 1,463 36.6  55 22  
13年 9月中間期 1,071 △  32.7 43 48  
14年 3月期 2,507   －  98 11  

(注) ① 期中平均株式数 14年9月中間期 26,500,991株 13年9月中間期 24,636,529 株 14年3月期 25,562,495 株 
 ② 会計処理の方法の変更 無   
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金  

 円 銭 円 銭 
14年 9月中間期 11 00 ― 
13年 9月中間期 10 00 ― 
14年 3月期 ― 21 00 

 

 (3) 財政状態 

 総  資  産 株  主  資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円  銭 

14年 9月中間期 32,676 25,736 78.8 971    11 
13年 9月中間期 29,519 23,377 79.2 882    42 
14年 3月期 31,872 24,529 77.0 925    75 

(注) ①期末発行済株式数 14年9月中間期 26,502,048 株 13年9月中間期26,492,900株 14年3月期 26,496,935 株 

 ②期末自己株式数 14年9月中間期    4,472 株 13年9月中間期       123 株 14年3月期      3,315 株 

２. 15 年 3 月期の業績予想（ 平成 14 年 4 月 1 日  ～  平成 15 年 3 月 31 日 ） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期  末  
 百万円  百万円  百万円  円  銭  円  銭  

通  期 54,300 5,660 3,130 14    00 25    00 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  118 円 10 銭 

※上記の予想は本資料の決算発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。  

なお、上記予想に関する事項は、添付資料 5～ 6 ページをご参照下さい。  
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① 中 間 貸 借 対 照 表          

(単位：百万円) 

前 中間会計期間末           

(平成13年9月30日現在) 

当 中間会計期間末           

(平成14年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年3月31日現在) 

期  別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(資 産 の 部         )  ％  
％ 
  

％ 
 

Ⅰ．流 動 資 産        

1． 現 金 及 び 預 金  3,642  5,597  5,635  

2． 受 取 手 形 3,786  3,489  3,499  

3． 売 掛 金 7,795  8,576  8,252  

4． 有 価 証 券 2,098  3,309  3,061  

5． た な 卸 資 産  3,612  3,490  3,248  

6． そ の 他 623  442  473  

貸 倒 引 当 金  △ 64  △ 67  △ 60  

流 動 資 産 合 計  21,495 72.8 24,838 76.0       24,110 75.6 

Ⅱ．固 定 資 産        

1． 有 形 固 定 資 産        

(1)  建 物 1,068  988  1,020  

(2)  土 地 187  187  187  

(3)  そ の 他 542  438  477  

有 形 固 定 資 産 合 計  1,799 6.1 1,615 5.0 1,685 5.3 

2． 無 形 固 定 資 産  1,040 3.5 891 2.7 961 3.0 

3． 投 資 そ の 他 の 資 産        

(1)  投 資 有 価 証 券 3,847  3,574  3,422  

(2)  保 険 積 立 金  541  555  540  

(3)  そ の 他 953  1,371  1,330  

 貸 倒 引 当 金  △ 159  △ 170  △ 178  

投資その他の資産合計  5,184 17.6 5,331 16.3 5,115 16.1 

固 定 資 産 合 計  8,024 27.2 7,838 24.0 7,762   24.4 

資 産 合 計 29,519 100.0 32,676 100.0 31,872 100.0 
       

科  目 
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(単位：百万円) 

前 中間会計期間末           

(平成13年9月30日現在) 

当 中間会計期間末           

(平成14年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年3月31日現在) 

期  別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(負 債 の 部         )  ％  
 

％ 
  

％ 
 

Ⅰ．流 動 負 債       

1． 買 掛 金 2,742  3,105  3,184  

2． 短 期 借 入 金 800  800  800  

3． 一年以内返済予定長期借入金 100  －  －  

4． 未 払 法 人 税 等 626  1,022  1,294  

5． そ の 他 1,000  1,066  1,144  

 流 動 負 債 合 計 5,268 17.8 5,995 18.3 6,423 20.1 

Ⅱ．固 定 負 債       

1． 退 職 給 付 引 当 金 513  554  551  

2． 役 員 退 職 給 与 引 当 金 359           390   368  

 固 定 負 債 合 計 873 3.0 945 2.9 919 2.9 

 負 債 合 計 6,141 20.8 6,940 21.2 7,343 23.0 

       

  

  

 

     

 

       

       

       

       

  

 
     

 

       

       

  

 
     

 

       

       

  

 
     

 

       

科  目 
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前 中間会計期間末           

(平成13年9月30日現在) 

当 中間会計期間末           

(平成14年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年3月31日現在) 

期  別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

(資 本 の 部         )  ％  ％  ％

Ⅰ．資 本 金 2,056 7.0 － － 2,064 6.5 

Ⅱ．資 本 準 備 金 3,128 10.6 － － 3,137 9.8 

Ⅲ．利 益 準 備 金 402 1.3 － － 402 1.3 

Ⅳ．そ の 他 の 剰 余 金       

1． 任 意 積 立 金 16,226  －  16,226  

2． 中間(当期)未処分利益 1,596  －  2,768  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 17,823 60.4 － － 18,995 59.6 

Ⅴ．その他有価証券評価差額金 △ 33 △ 0.1 － － △ 55 △ 0.2 

Ⅵ． 自 己 株 式 － － － － △ 14 △ 0.0 

       

Ⅰ．資 本 金 － － 2,071 6.3 － － 

Ⅱ．資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 －  3,144  －  

資 本 剰 余 金 合 計  － － 3,144 9.6 － － 

Ⅲ．利 益 剰 余 金       

1． 利 益 準 備 金 －  402  －  

2． 任 意 積 立 金 －  18,200  －  

3． 中 間 未 処 分 利 益 －  1,953  －  

利 益 剰 余 金 合 計  － － 20,555 62.9 － － 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 － － △ 15 △ 0.0 － － 

Ⅴ． 自 己 株 式 － － △ 19 △ 0.0 － － 

資 本 合 計 23,377 79.2 25,736 78.8 24,529 77.0 

負 債 ・ 資 本 合 計 29,519 100.0 32,676 100.0 31,872 100.0 

       

科  目 
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② 中 間 損 益 計 算 書          

(単位：百万円)  

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年 4月 1日至 平成13年 9月30日) 
当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日) 

前 事 業 年 度 の           
要 約 損 益 計 算 書           

(自 平成13年 4月 1日至 平成14年 3月31日) 
期  別 

 

科    目 金  額 百分比 金  額 百分比 金   額 百分比 

 ％  ％  ％ 

Ⅰ．売 上 高 24,885 
 

100.0 26,507 
 

100.0 49,697 
 

100.0 

Ⅱ．売 上 原 価 16,921 68.0 17,683 66.7 33,605 67.6 

 売 上 総 利 益 7,963 32.0 8,823 33.3 16,091 32.4 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 5,894 23.7 6,001 22.7 11,407 23.0 

 営 業 利 益 2,069 8.3 2,822 10.6 4,684 9.4 

Ⅳ．営 業 外 収 益 54 0.2 37 0.1 257 0.5 

Ⅴ．営 業 外 費 用 74 0.3 64 0.2 74 0.1 

 経 常 利 益 2,049 8.2 2,795 10.5 4,867 9.8 

Ⅵ．特 別 損 失 178 0.7 241 0.9 526 1.1 

 税引前中間（当期）純利益 1,870 7.5 2,553 9.6 4,340 8.7 

 法人税、住民税及び事業税 625 2.5 1,009 3.8 1,941 3.9 

 法 人 税 等 調 整 額  174 0.7  80  0.3 △ 108 △ 0.2 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,071 4.3 1,463 5.5 2,507 5.0 

 前 期 繰 越 利 益  525  489  525  

 中 間 配 当 額 －  －  264  

 中間（当期）未処分利益  1,596  1,953  2,768  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 商 品 …… 移動平均法による原価法 
(2) 貯 蔵 品 …… 最終仕入原価法 
(3) 有 価 証 券   
 満期保有目的の債券 …… 償却原価法 
 子 会 社 株 式 …… 移動平均法による原価法 
 そ の 他 有 価 証 券   

  
時価のあるもの …… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定） 

  時価のないもの …… 移動平均法による原価法 
デ リ バ テ ィ ブ …… 時価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有 形 固 定 資 産 …… 定率法（ただし、絵画(器具備品)は５年均等償却） 
  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  

建 物 
構 築 物 
器 具 備 品 

３年 ～ ４５年 
１０年 ～ ２０年 
３年 ～ １５年 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用   
  営 業 権 …… ３年均等償却 

  ソフトウエア （自社利用分） 
…… 社内における利用可能期間（５年）による定額法 

  そ の 他 …… 定額法 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 …… 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(2) 退 職 給 付 引 当 金 

 

 

…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務見込額に基づき、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上しております。 

(3) 役員退職給与引当金 …… 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しております。 

４．外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 消費税等の会計処理 …… 税抜方式によっております。 
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追   加   情   報 
 
当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1号）
を適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
 また、前中間会計期間まで流動資産のその他に含めて記載しておりました自己株式（前中間

会計期間 0百万円）は、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間においては、資本
に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 

 
注 記 事 項          

(中間貸借対照表関係) 
（単位：百万円） 

1．有形固定資産の減価償却累計額 

前中間会計期間末 
(平成13年 9月30日現在) 

 当中間会計期間末 
(平成14年 9月30日現在) 

 前 事 業 年 度 末  
(平成14年 3月31日現在) 

1,868  2,089  2,012 

 
2．担保資産及び担保付債務 

（担保に供している資産） 

  前中間会計期間末  当中間会計期間末  前 事 業 年 度 末  

建 物   873   －   － 

土 地   182   －   － 

計   1,056   －   － 

（担保付債務） 

  前中間会計期間末  当中間会計期間末  前 事 業 年 度 末  

短 期 借 入 金    500   －   － 
一年以内返済 
予定長期借入金   100   －   － 

計   600   －   － 

 
3．偶発債務 

関係会社の銀行取引に対し、次の通り債務保証を行っております。 

   前中間会計期間末  当中間会計期間末  前 事 業 年 度 末  
 外貨種別  外貨額 (円貨額)  外貨額 (円貨額)  外貨額 （円貨額） 

MISUMI EUROPE LIMITED £ 
 200千 ( 35 )  200千 （38)  200千 ( 37 ) 

M I S U M I  S O U T H  E A S T  
A S I A  P T E . L T D . S$ 

 
700千 ( 47 )  700千 ( 48)  700千 ( 50 ) 

MISUMI E.A.HK LIMITED HK$ 
 1,500千 ( 22 )  1,500千 ( 23)  1,500千 ( 25 ) 
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4．中間会計期間末日満期手形の処理 

中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理してお

ります。前中間会計期間末日及び前事業年度末日は金融機関の休日であったため、次の中

間会計期間末日（前事業年度末日）満期手形が受取手形に含まれております。 

前中間会計期間末日     345百万円 
前事業年度末日       324百万円 

 

5．発行済株式数 

会社が発行する株式の総数  48,000,000株 

当中間会計期間における発行済株式数の増加及び新株引受権の行使株式数、行使価格、

資本組入額の内訳は次の通りであります。 

旧商法第280条ノ19第2項に基づく新株引受権の行使（平成10年6月24日決議分）   

行 使 株 式 数   5,770 株     

行 使 価 格  2,075 円     

資 本 組 入 額   1,038 円     

旧商法第280条ノ19第2項に基づく新株引受権の行使（平成11年6月24日決議分） 

行 使 株 式 数   500 株  

行 使 価 格  4,216 円  

資 本 組 入 額   2,108 円  

 
6．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上金額的重要性が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

 
(中間損益計算書関係) 

（単位：百万円） 

1．営業外収益の主要項目 

  前中間会計期間  当中間会計期間  前 事 業 年 度 

  (自 平成13年 4月 1日至 平成13年 9月30日)  (自 平成14年 4月 1日至 平成14年 9月30日)  (自 平成13年 4月 1日至 平成14年 3月31日) 
受 取 利 息  2  2  5 

有 価 証 券 利 息  39  25  74 

 

2．営業外費用の主要項目 

  前中間会計期間  当中間会計期間  前 事 業 年 度 

支 払 利 息  3  2  5 

 
3．減価償却実施額 

  前中間会計期間  当中間会計期間  前 事 業 年 度 

有 形 固 定 資 産  131  126  276 

無 形 固 定 資 産  159  153  326 

 



ミスミ【 個別 】 

 － 32 － 

 (リ ー ス 取 引 関 係         ) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

（単位：百万円） 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

取得価
額相当
額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額 

器具備
品 

52 9 42 52 22 29 52 16 36 

車輌運
搬具 

― ― ― 7 0 7 ― ― ― 

合計 52 9 42 59 22 36 52 16 36 

② 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

  前 中 間 会 計 期 間           当 中 間 会 計 期 間           前 事 業 年 度          

１ 年 以 内  12  14  12 

１ 年 超  29  21  23 

合 計  42  36  36 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定資

産の中間期末（期末）残高等に占める未経過リース料中間期末（期末）残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しています。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 

  前 中 間 会 計 期 間           当 中 間 会 計 期 間           前 事 業 年 度          

支 払 リ ー ス 料   5  6  11 

減価償却費相当額  5  6  11 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(有 価 証 券 関 係) 

当中間期、前期及び前中間期のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

 
(重 要 な 後 発 事 象         ) 

該当事項はありません。 

 
 
 
 
 

 



ミスミ【 個別 】 
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そ の 他          

第41期（平成14年4月1日より平成15年3月31日まで）中間配当については、平成14年11月

19日開催の取締役会において、平成14年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載

された株主に対し次のとおり中間配当を行うことを決議致しました。 

① 中 間 配 当 金 の 総 額  291百万円  

② １株あたり中間配当金  11円 00銭   

③ 
支払請求権の効力発生日 
及 び 支 払 開 始 日 

 平成 14年 12月 10日  

 


